
1 

 

別添１ 
 

 

 

厚生労働科学研究費補助金 

新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業 

 
 

 

 

 

 

 

小児領域を含む薬剤耐性感染症対策にかかる

地域間連携の 

標準モデルの策定・推進に資する研究

（ 23HA1002 ） 
 

 

 

 

令和 5年度 総括・分担研究報告書 

 

研究代表者 宮入 烈 
 

 

 

 

令和 6（2024）年 5月 



2 

 

別添２ 

目 次 
 Ｉ．総括研究報告 

地域における感染症対策に係るネットワークの標準モデルを検証・推進するための研究 

----------------------------- 3 

宮入 烈  

     

II．分担研究報告 

 

1. データベースを用いた抗菌薬使用状況に関する検討 

                                           ----------------------------- 8 

大久保 祐輔、岩元 典子、宇田 和宏 

 

2. 急病センター小児科・耳鼻咽喉科における抗菌薬使用のモニタリングと適正性の評価                           

------------------------------ 15 

笠井 正志  

 

3. 静岡県における抗菌薬使用に関する地域連携と休日夜間急患センターでの OASCIS の活

用 

                                          ----------------------------- 22 

宮入 烈 

 

4. 多摩府中地域での OASCIS を活用した抗菌薬適正使用に関する地域連携の樹立とモデル

化                              ----------------------------- 26 

堀越 裕歩 

 

5. 小児耳鼻咽喉科領域における感染症診療の連携にむけて 

                                     ----------------------------- 31 

伊藤 真人 

 

 

 

 III．研究成果の刊行に関する一覧表  --------------------------------------- 36 



3 

 

厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 5年度 総括・分担研究報告書 

 

小児領域を含む薬剤耐性感染症対策に係る地域間連携の標準モデルの策定・推進に資する

研究 

研究代表者 宮入 烈 （浜松医科大学小児科学講座 教授） 

研究要旨  

薬剤耐性菌による感染症は世界的な対応が必要な喫緊の課題である。2016 年の「薬剤耐

性(AMR)対策アクションプラン」において地域における AMR 対策推進が掲げられたが、未

だに「標準モデル」は存在しないことが問題となっている。本検討では標準モデルに必要

となる要素について検討し、地域モデルにおける実践を通してこれを検証することを主

たる目的とする。標準モデルの基盤となる組織体制について過去の検討を検証し、感染対

策加算要件となっている地域連携の枠組み、新型コロナウイルス感染症のネットワーク、

具体的な介入手法についても多くの報告が存在し、個々に成果を上げていることを確認

した。これまでの既存の取り組みの成果については、国内の近年の抗菌薬処方動向をデー

タベース研究で検討し、東京、静岡のモデル地区において、OASCIS を利用した一次診療

のネットワークの構築が始まり、兵庫県の急病センターにおける AMR 対策モデルを静岡

県にも拡大した。小児耳鼻咽喉科学会と連携し、多科連携による AMR 対策活動を始動し

た。 

 

研究分担者 

大久保祐輔（国立成育医療研究センター） 

宇田和宏（岡山大学医学部小児科） 

岩元典子（国立国際医療研究センター） 

堀越裕歩 （東京都立小児総合医療センター） 

笠井正志（兵庫県立こども病院） 

伊藤真人（自治医科大学） 

研究協力者 

大竹正悟（国立感染症研究所） 

磯部裕介（東京都立小児総合医療センター）

大坪勇人（東京都立小児総合医療センター） 

荘司貴代（静岡県立こども病院） 

古橋一樹（浜松医科大学） 

明神翔太（Imperial College of London） 

 

 

Ａ. 研究目的 

以下の取り組みをとおして、標準モデルを

提言する 

(1)地域を対象とした既存の国内の取り組

みを精査し、必要とされる組織体制の要件

を抽出する。 

(2)薬剤耐性菌対策として、これまでに行わ

れた有効な介入手段についてエビデンスを

評価する 

(3)データベースを用いた研究により、AMR

対策に関する新たなエビデンスを創出する 

(4)抗菌薬処方と薬剤耐性菌の関係性、抗菌

薬適正使用以外の介入手段を検討する 

(5)急病センターを中心とした地域の AMR

対策モデルを推進し発展させる 

(6)地域の一次診療を中心としたネットワ
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ークの好事例を検討する 

(7)小児を中心に、耳鼻咽喉科、内科、他科

との連携を図る 

 

Ｂ. 研究方法 

１）国内地域モデルの組織体制の検討：(宮

入) 薬剤耐性菌対策について、地域を対象

とした既存の国内の取り組み、介入手段に

ついて既存資料や文献を中心にまとめた。 

２）レセプトデータを用いた抗菌薬処方動

向の検討：（大久保・宇田・岩元）レセプト

データベースを購入（MDV、JMDC）し抗微生

物薬使用状況の調査を開始した。また NDB

の解析準備のために申請した。上記データ

を用いて、特に新型コロナウイルス感染症

が処方動向に与えた影響、抗菌薬適正使用

加算の影響などを解析する。 

３）一次診療を中心としたネットワークの

構築：府中（堀越）、静岡（宮入・磯部・古

橋・荘司） 

(1) 東京都府中市の医師会にて OASCIS の

紹介と導入を推進するために、抗菌薬適正

使用委員会を発足させ、クリニックをリク

ルートした。 

(2) 静岡県浜松市医師会と協議し、一次診

療所を中心としたネットワークの構築につ

いて検討を開始した。 

４）急病センターを中心とした AMR 対策の

推進 兵庫(笠井・大竹)、静岡（宮入・磯部・

古橋・荘司） 

神戸こども初期急病センターにおける抗

菌薬使用状況のモニタリングと月 1 回のニ

ュースレターによるフィードバックを継続

した。 

静岡県静岡市の急病センターにおける検

討について医師会との協議を開始した。静

岡県浜松市の急病センターにおいて OASCIS

を導入した。 

５）耳鼻咽喉科領域における AMR 対策推進

（伊藤、笠井・大竹・明神） 

小児感染症学会と小児耳鼻咽喉科学会で

の共同研究ワーキンググループを立ち上げ

た。第 18回日本小児耳鼻咽喉科学会（別府

市）で小児感染症に特化した小児科・耳鼻咽

喉科共同セミナーを実施した。第 19回学会

における同セミナーを企画した。 

神戸こども初期急病センターにおける小

児の中耳炎に対する抗菌薬処方動向を後方

視的に調査した。カルテ記載から算出した

重症度スコアをもとに抗菌薬が適正に処方

されているかを評価した。姫路市休日・夜間

急病センター耳鼻咽喉科における抗菌薬処

方状況のモニタリングを継続した。また、抗

菌薬処方状況を出務医師へフィードバック

した 

６）抗菌薬処方量と薬剤耐性菌の関係の検

証（宇田・宮入） 

国内のオープンデータ（JANIS/AMRCRC）を

用いて地域ごとの薬剤使用量と耐性菌の検

出状況の解析を実施する。 

抗菌薬処方量と耐性菌の相関が必ずしも

明確でない MRSA について全ゲノム解析を

用いた、伝播経路推定と病原因子推定に係

る手法を開発する。 

 

Ｃ．結果 

１）国内地域モデルの組織体制の検討：(宮

入) 

H29 年度厚生科学研究班（田辺班）から

2018年 3月に地域感染症対策ネットワーク

モデル事業実施要綱が提案され、実施状況

に関わるアンケートが行われている。 
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同事業では、薬剤耐性（AMR）対策アクシ

ョンプランにおいて示された方針に則り、

感染予防・管理に関する地域の病院と関係

機関（診療所、薬局、高齢者施設、保健所、

地方衛生研究所等）とが連携した活動を広

げ、地域における総合的な感染症対策ネッ

トワークを構築するために実施することを

提案している。 

実施主体として、都道府県並びに保健所

を設置する市及び特別区を挙げ、更に二次

医療圏、保健所等の地域ごとの取組を行組

と調整し、地域感染症対策ネットワーク運

営会議を組成することを要件としている。

また、事業の全部または一部を大学、基幹病

院、医療系団体等に委託することを現実的

な案として提示している。 

実施すべき事業として、地域における薬

剤耐性に関する動向調査活動（微生物サー

ベイランス）と抗微生物薬の使用量に関す

る指標を用いた量的・質的な評価（抗菌薬サ

ーベイランス）を行うこと、その結果を運営

会議において検証し、対策につなげること

を提案している。サーベイランス用のツー

ルとして J-SIPHE（Japan Surveillance for 

Infection Prevention and Healthcare 

Epidemiology：感染対策連携共通プラット

ホーム）の活用を挙げている。AMR 対策ア

クションの具体的な事業として、集団発生

対応支援、抗微生物薬の適正使用の推進、

AMR 対策アクションにかかる情報発信を挙

げている。またこれらの実現のために、必要

とされる費用、委託費の必要性を挙げてい

る。 

2018 年当時、47 都道府県および 20 指定

都市を対象としたアンケートが実施され、

79%の都道府県および 80%の指定都市から回

答を得ている。その結果、約半数の自治体が

何らかのネットワークを構築しており、大

学病院や保健所、県の院内感染対策部局な

どが実施主体となっていること。また、ネッ

トワークの参加施設は主に病院であり、高

齢者施設や医科診療所も含まれていた。一

方で都道府県の院内感染対策部局・感染症

対策部局が連携し 70%が都道府県を実施主

体とすべきであるべきと回答していた。地

域ネットワークの活動内容としては、講演

会の開催、相談支援、情報発信、訪問ラウン

ド、改善支援が主なものであった。活動資金

は、都道府県・指定都市費、医療提供体制推

進事業費補助金、各施設からの参加費など

から賄われている。 

 その後、新型コロナウイルスパンデミッ

ク契機に、地域における感染対策ネットワ

ークは危機管理対策を軸に親展した。一次

診療所を加えた加算の導入、OASCISの導入

も行われているが、薬剤耐性菌対策にかか

わる動きは多くの地域で進んでいないと思

われる。 

 

２）データベースを用いた抗菌薬使用状況

に関する検討 

令和 5 年度の本研究では、民間企業が提

供する医療ビッグデータを用いて、小児の

新型コロナウイルス感染症や RS ウイルス

感染症に対する抗菌薬の使用実態を調査し

た。その結果、いずれの感染症においても抗

菌薬の使用割合は経時的に減少しているこ

とを確認した。さらに、公開データ（JANIS

など）を用いて、抗菌薬の処方実態と耐性菌

の分布を分析したところ、いずれも西高東

低の傾向にあることが確認された。また、

NDBの申請は完了し、翌年度の分析を迅速に
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行えるよう薬剤マスターや分析プログラム

の更新作業を行った。 

令和 6 年度は、小児抗菌薬適正使用加算

の長期効果の推定、NDB を用いた 2011～

2023年度の抗菌薬の処方実態の把握、およ

び抗菌薬の処方実態と耐性菌の分布の要因

分析を進め、薬剤耐性感染症対策に関わる

標準モデルの策定・推進に関わるガイダン

ス作成のためのデータを集積する。 

 

３）急病センターにおける抗菌薬使用のモ

ニタリングと適正性の評価 

我々は地域における薬剤耐性菌対策とし

て、これまで休日・夜間急病センター(以下、

急病センター)における抗菌薬適正使用に

着目してきた。令和 5 年度は神戸こども初

期急病センターにおける抗菌薬処方動向の

モニタリングを継続した。過去 2 年間と比

較して 2023 年は抗菌薬処方率が増加し 2-

3%程度を推移した一方で、アモキシシリン

の適正処方率は増加した。2023 年は過去 2

年間と比較して A 群溶連菌感染症患者が多

く受診しアモキシリンの処方件数が増加し

ていた。ある程度抗菌薬適正使用が進んだ

急病センターにおける抗菌薬処方率は流行

する感染症に影響を受けることが推察され

た。 

全国の休日夜間急患センターにおいて、

同様に抗菌薬適正使用を進めるためには、

各施設内での処方状況の集計をいかに効率

良く、正確に行うことができるかが重要で

ある。AMR臨床リファレンスセンターによる

診療所版 J-SIPHE[診療所における抗菌薬適

正使用支援システム OASCIS]を浜松市の休

日夜間急患センターで運用を行い効率よく

情報を抽出できることを確認した。 

 

４）耳鼻咽喉科領域における AMR 対策の推

進 

令和 5 年度は神戸こども初期急病センタ

ーにおいて、急性中耳炎の診断を受けた患

者の電子診療録を後方視的に確認し、既存

のガイドラインが提唱しているのスコアリ

ングに基づき軽症、中等症、重症に分類し

た。一般的に抗菌薬が不要とされる軽症例

の 21%に抗菌薬が処方され、抗菌薬処方が必

要とされる中等症の約半数に抗菌薬が処方

されていなかった。抗菌薬適正使用の観点

では「不適切処方」に加え、「不適切不処方」

の状況もモニタリングする必要があること

が示唆された。 

姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽喉

科での抗菌薬処方モニタリングを継続した。

2015 年から 2020 年まで継続していた第 3

世代セファロスポリン系薬からアモキシシ

リンへの処方選択変化はやや横ばいとなっ

た。また、原因微生物が主にウイルスであり

抗菌薬処方が原則不要である急性気道感染

症に対する抗菌薬処方件数も 2020 年以降

横ばいとなっていた。 

今回、小児科医、耳鼻咽喉科医が共同で感

染症診療について考える機会が必要と考え、

小児耳鼻咽喉科学会において共同研究、合

同セミナーを開催した。第 1 回合同セミナ

ーは深頸部膿瘍という小児科医、耳鼻咽喉

科医が共に診療にあたる疾患をテーマとし、

各々の診療科のデシジョンメイキングにつ

いてディスカッションを行った。 

  

５）一次診療所における AMR対策の推進 

多摩府中地域における「診療所における

抗菌薬適正使用支援システム：OASCIS」を用
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いた抗菌薬適正使用に関する地域連携を行

うこと、及びその地域連携をモデル化して

全国に普及することを目標としている。

OASCISによる地域連携を呼び掛け、2023年

度は 8 診療所が加入し、定期的な地域連携

カンファレンスを開始した。OASCISは参加

診療所の抗菌薬処方動向を簡便に確認でき

るシステムだった。その一方で、導入に躊躇

する医療機関が多かった。 

静岡県でも同様に OASCIS 導入に対する

診療所の意欲はまちまちであった。浜松市

の休日夜間急患センターで OASCIS 運用を

行いその結果を地域にフィードバックする

試みを開始した。 

 

６）その他 

抗微生物薬適正使用の手引き（第 3 版）

の改訂作業に貢献した。（宮入・笠井・堀越） 

次世代シーケンサーを用いた MRSA ゲノ

ム解析によって、伝播を推定するための遺

伝子相同性の閾値について検証し、良好な

結果がえられた。 

 

Ｄ. 考察 

本年度の調査をとおして、AMR対策の標準

モデルに必要となる要件が明らかになりつ

つある。また OASCISを利活用した急患セン

ターや一次診療を中心としたモデルが構築

されつつある。既存のモデル案に加えて、急

病センター、パンデミック後の地域の体制、

新たな加算のネットワーク、OASCISを加味

した標準モデル案を考案する必要があると

考えられた。 

る 

 

 

E.結論 

 薬剤耐性感染症対策に係る地域間連携の

標準モデルの策定・推進については、都道府

県を実施主体として、既存の感染管理ネッ

トワークや急病センターを核に、1～3次医

療機関が連携し、サーベイランスツールを

活用したネットワークの構築が必要と考え

られた。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 

 

Ｇ. 研究発表  

別添５参照 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 5年度 分担研究報告書 

データベースを用いた抗菌薬使用状況に関する検討 

 

研究分担者 

大久保 祐輔（国立成育医療研究センター 社会医学研究部） 

岩元 典子（国立国際医療研究センター 総合感染症科） 

宇田 和宏（岡山大学病院 小児科） 

 

研究要旨 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、国内の抗菌薬の処方実態および薬剤耐性菌の検出状況を

把握することは重要である。令和 5 年度の本研究では、民間企業が提供する医療ビッグデータを

用いて、小児の新型コロナウイルス感染症や RS ウイルス感染症に対する抗菌薬の使用実態を調

査した。その結果、いずれの感染症においても抗菌薬の使用割合は経時的に減少していることを

確認した。さらに、公開データ（JANIS など）を用いて、抗菌薬の処方実態と耐性菌の分布を分

析したところ、いずれも西高東低の傾向にあることが確認された。また、NDB の申請は完了し、

翌年度の分析を迅速に行えるよう薬剤マスターや分析プログラムの更新作業を行った。 

令和 6 年度は、小児抗菌薬適正使用加算の長期効果の推定、NDB を用いた 2011～2023 年度

の抗菌薬の処方実態の把握、および抗菌薬の処方実態と耐性菌の分布の要因分析を進め、 

薬剤耐性感染症対策に関わる標準モデルの策定・推進に関わるガイダンス作成のためのデー

タを集積する。 

 

 

Ａ. 研究目的 

薬剤耐性菌対策は喫緊の課題であり、日本政

府 は 2016 年 4 月 に 薬 剤 耐 性 (AMR, 

antimicrobial resistance)対策アクションプラン

を発表した[1]。この枠組みの一つとして、医

療機関における抗微生物薬使用量の動向の把

握を掲げられ、その中で成果指標として、内

服抗菌薬使用量の半減が数値目標とされてい

る。これまでの本邦の大規模調査において、

内服抗菌薬の処方が多いことが明らかになり、

AMR 対策において重要なターゲットである

と考えられている[2]。 

当研究班では AMR 対策を推進するため、日

本における小児の内服抗菌薬使用実態を調査

してきた。調査の結果、内服抗菌薬は乳幼児

期（1-5 歳）に多く使用されており、抗菌薬の

種類としては第三世代セファロスポリン系お

よびマクロライド系抗菌薬が多いことが判明

した。また、これらの抗菌薬が主に処方され

る疾患名として、気道感染症が多いことも明

らかになった[3.4]。 

2018 年 4 月からは医療政策として「小児抗

菌薬適正使用支援加算（以下、ASP 加算）」が

開始され、加算導入前後の 1 年間を比較した

結果、入院率や時間外受診を増加させること

なく、安全に抗菌薬処方の減少に寄与したこ
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とを報告した[5]。 

本研究では、（A）ASP 加算の長期的効果の

検証、（B）抗微生物薬処方の経年的推移、（C）

薬剤耐性菌の地域格差の評価について実施す

る。 

 

Ｂ. 研究方法 

（A）ASP 加算の長期的効果の検証 

1）患者対象と研究期間 

2017 年 4 月から 2019 年 3 月に出生した児を

抽出し、2022 年 5 月までの期間を追跡調査す

る。 

2）データベース 

民間業者が提供する JMDC [Japan Medical 

Data Center]/DeSC [DeSC Healthcare Inc.]デー

タベースを用いる。 

3）データの抽出項目 

性別、年齢、抗菌薬処方、薬剤処方（例：鎮咳

去痰薬）、受診、入院、時間外受診、医療コス

ト、薬剤コスト 

4) 病名の定義 

International Classification of Diseases, Tenth 

Revision code (ICD-10 code)を用いて定義する。 

5）抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出する。 

6) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。外来患者が対象の ASP 加算の

評価では、抗菌薬処方は、DOTs / 1000 person-

monthsで評価する。 

7）統計学的解析 

ASP加算の有無での比較には、propensity-score

（PS）を用いてマッチさせ、difference-in-

differences (DID) analyses を用いる。統計ソフ

トは Stata software version 18.1 (StataCorp LP, 

TX, USA).を用いる。 

8）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た（2022-176）。 

 

（B）抗微生物薬処方の経年的推移 

B-1：全国での薬剤疫学の検討 

1）患者対象と研究期間 

2011 年～2021 年までの 15歳未満の小児。 

2）データベース 

レセプト情報・特定健診等情報データベース

（NDB）［6］を使用する。 

3）データの抽出項目 

年齢、都道府県、抗菌薬処方、抗菌薬の種類 

4) 抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出。 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いて算出した。総務省の公開している人口動

態データで除した抗菌薬処方密度（DID：DOTs 

/ 1000 inhabitant days）で評価する。 

6）統計学的解析 

統計ソフトは Stata software version 18.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いる。 

 

B-2：ウイルス感染症での抗菌薬処方実態 

代表的な呼吸器ウイルスである RS ウイルス

感染症、新型コロナウイルス感染症（COVID-

19 ）の患者について検討を行った。 

［RS ウイルス感染症］ 

1）患者対象と研究期間 

2018 年 4 月～2022 年 10 月までの 5 歳未満の

小児。 
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2）データベース 

MDV[Medical Data Vision]データベースに登

録されている入院患者。 

3）データの抽出項目 

年齢、性別、基礎疾患、抗菌薬処方、抗菌薬の

種類、処方薬（気管支拡張薬・ステロイド等）。 

4) 抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出した。 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いた DOTs / 100 patient days(100 PD)や該当患

者における抗菌薬の使用割合（%）で評価した。 

6）統計学的解析 

統計ソフトは Stata software version 18.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いた。 

7）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た（2022-176）。 

 

［新型コロナウイルス感染症］ 

1）患者対象と研究期間 

2020年 1月～2022年 10月までの 15歳未満の

小児。流行期を第 1 波～第 7 波に分けて検討

した。 

2）データベース 

MDV[Medical Data Vision]データベースに登

録されている入院患者。 

3）データの抽出項目 

年齢、性別、基礎疾患、抗菌薬処方、その種類。 

4) 抗菌薬の抽出項目、分類 

抗菌薬は、WHO の定めた医薬品分類である

ATC 分類の J01 に該当する項目から抗菌薬を

抽出した。 

5) 抗菌薬の使用密度 

抗菌薬処方日数（Days of therapy：DOTs）を用

いた DOTs / 100 patient days(100 PD)や該当患

者における抗菌薬の使用割合（%）)で評価し

た。 

6）統計学的解析 

統計ソフトは Stata software version 18.1 

(StataCorp LP, TX, USA).を用いた。 

7）倫理的配慮 

国立成育医療研究センターの倫理委員会で承

認を得た（2022-176）。 

 

（C）薬剤耐性菌の地域格差の評価 

1）研究期間 

2018年から 2022 年 

2）データベース 

厚生労働省院感染対策サーベイランス Japan 

Nosocomial Infections Surveillance: JANIS およ

び薬剤耐性ワンヘルスプラットフォーム

（AMR 臨床リファレンスセンターより公開）

を使用した。 

3）データの抽出項目 

都道府県別の抗菌薬処方量、薬剤耐性菌の検

出頻度 

4）統計学的解析 

相関係数を評価した。統計ソフトは EZR 

version 3.5.2 を用いた。 

 

Ｃ．結果 

A) ASP 加算 

現在データ解析中であり、2024 年度中旬まで

には解析が終了する予定である。 

 

B）抗微生物薬の経年的推移 

B-1：全国での薬剤疫学の検討 

NDBの申請が完了し、現在はデータの到着を

待機している。過去の分析手法を参考にして
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[3.4]、薬剤マスターおよび解析プログラムを

更新し当該年度のデータ分析の準備が完了し

た。。 

 

B-2：ウイルス感染症での抗菌薬処方実態 

［RS ウイルス感染症］ 

5 歳以下の RS ウイルス入院患者 50,482 症

例を対象に治療のトレンド分析を実施したと

ころ、2018 年から 2022 年にかけて抗菌薬の

使用割合は 47.3%から 38.0%に減少した（図

1）。 

また AMPC より広域な抗菌薬の使用割合は

25.3%から 15.5%に減少した（図 1）。 

 

［新型コロナウイルス感染症］ 

15 歳以下の COVID-19 の入院患者 9,876 症

例を対象に抗菌薬の処方内容を評価したとこ

ろ、抗菌薬処方密度は第 1 波の 25.9  

DOTs/100 PD であったが第 7 波では、10.6 

DOTs/100 PD に減少した。抗菌薬の処方内訳

を図 2 に示した。 

 

C）薬剤耐性菌の全国分布とリスク因子 

全国の抗菌薬処方状況は西高東低の分布であ

った（図 3）。また第 3 世代セフェム耐性大腸

菌やキノロン耐性大腸菌も類似した分布を取

っていた（図 4-5）。 

 

 Ｄ. 考察 

本研究チームでは、（A）ASP 加算の長期的

効果の検証、（B）抗微生物薬処方の経年的推

移、（C）薬剤耐性菌の地域格差の評価を軸と

して大規模データベースを用いて検討を行っ

ている。2023 年度では、RS ウイルスや新型コ

ロナウイルスの患者において抗菌薬の適正使

用が経時的に改善していること、抗菌薬の処

方状況と一部の耐性菌の分布が西高東低いで

あることを示した。2024 年度は、ASP 加算の

長期効果の解析を完了させ、NDB による全国

の実態調査を進めていく予定である。 

ウイルス感染症には抗菌薬が無効であるが、

二次性の細菌感染症を念頭においた抗菌薬投

与の実態についてはデータが乏しいのが現状

である。今回 RS ウイルス感染症患者におけ

る抗菌薬の処方実態を調査した。抗菌薬処方

頻度は経年的に減少傾向（47.3%→38.0%）で

あり、さらに広域抗菌薬も減少傾向となって

いた。一方で、米国での処方頻度は、2015 年

から 2018 年で 14－18％であった［7］と報告

されており、日本での使用頻度はまだ改善の

余地があると思われる。 

また、小児の COVID-19 入院患者では、第 1

期では重症者の治療というより、社会的入院

を中心とした軽症者多かったにも関わらず、

抗菌薬の処方頻度が高かった。この理由とし

て、COVID-19 パンデミックの初期は SARS-

CoV-2 や COVID-19 に関して未知のことが多

く、二次性の細菌感染を恐れて使用されてい

たと考えられる。その後、COVID-19 の小児に

おける疫学データが集積するにつれ、二次性

細菌感染症が多くないことが広く周知され、

経時的に抗菌薬の使用が減少していたと思わ

れる。COVID-19 における抗菌薬使用の内訳

は、本邦の小児の気道感染症への抗菌薬実態

［3, 4］と類似しており、マクロライド、セフ

ェム系が多かった。また、マクロライド系抗

菌薬に関しては、経時的に処方が減少してい

たことを確認した。 

都道府県別の抗菌薬使用量は、西日本・九

州で多い傾向が見られた。抗菌薬処方量の増

加のリスク因子を検討した検討では、感冒へ

の処方頻度が多いこと（adjusted rate ratio 1.21 
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[1.10-1.34]）、女性（adjusted rate ratio 1.04 [1.01-

1.08]）との関連が報告されている［8］。今後、

より重点を絞った啓発活動の必要性が示唆さ

れた。また、第３世代セフェムおよびキノロ

ン耐性大腸菌の分布も西日本・九州で多い傾

向が見られていた。抗菌薬の処方量と薬剤耐

性菌の関連については、おそらく相関すると

考えられているものの、菌種によって異なる

可能性があり、今後菌種ごとの相関性につい

て評価していく。 

 

Ｅ．結論 

2023年度の研究では、医療ビッグデータを用

いて RS ウイルスや COVID-19 における抗菌

薬の使用実態、全国の耐性菌の分布を把握し

た。2024 年度は、ASP 加算の長期的な効果の

検証、NDB を用いた全国での抗菌薬の処方実

態の把握、全国の耐性菌の分布の要因を分析

していく予定である。 

 

Ｆ. 研究発表  

1.論文発表： 

1). Okubo Y, Uda K, Ogimi C, Shimabukuro R, Ito 

K. Clinical Practice Patterns and Risk Factors 

for Severe Conditions in Pediatric 

Hospitalizations With Respiratory Syncytial 

Virus in Japan: A Nationwide Analyses (2018-

2022) Pediatr Infect Dis J. 2024 Mar 

1;43(3):187-193. 

2) Okubo Y, Uda K, Miyairi I. Clinical Practice 

Patterns, Health Resource Use and Risk 

Factors for Severe Conditions Among Children 

Hospitalized With COVID-19 in Japan. Pediatr 

Infect Dis J. 2024 Jan 1;43(1):26-31 

3) Fukushima S, Hagiya H, Uda K, Gotoh K, 

Otsuka F. Current Prevalence of Antimicrobial 

Resistance in Okayama from a National 

Database between 2018 and 2021. Acta Med 

Okayama. 2023 Jun;77(3):255-262. 

 

2.学会発表： 

1)Noriko Iwamoto “Antimicrobial stewardship 

and Trend in oral antibiotic use in Japanese 

children” The 18th Congress of ASPR, Tokyo 

Nov 2023 

2)岩元 典子：小児の AMR 対策の現状と課題 

〜次世代へバトン(抗菌薬)をつなぐために

今できること〜第 32 回日本外来小児科学

会年次集会 2023 年 9 月 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得 ：なし  

2. 実用新案登録 ：なし  

3. その他 ：なし  

 

図 1. 2018－2022 年の RS ウイルス感染症で入

院した患者への抗菌薬の処方頻度と狭域抗菌

薬の推移（縦軸は共に%） 
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図 2. 入院した 15 歳以下の COVID-19 に対す

る抗菌薬の処方頻度と内訳）（重複含む） 

：第 1 期～第 7 期にかけて（縦軸は%） 

 

 

図 3： 都道府県別の抗菌薬使用量 

 

図 4.CTX 耐性大腸菌 

 

図 5. LVFX 耐性大腸菌 

 

 

［参考文献］ 

1.  国際的に脅威となる感染症対策関係

閣僚会議. 薬剤耐性(AMR)対策アクシ

ョンプラン  [cited 2018 April, 30th  

2018]; Available from: 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-

Seisakujouhou-10900000-

Kenkoukyoku/0000120769.pdf. 

2. Yamasaki, D., et al., The first report of 

Japanese antimicrobial use measured by 

national database based on health 

insurance claims data (2011-2013): 

comparison with sales data, and trend 

analysis stratified by antimicrobial 

category and age group. Infection, 2018. 

46(2): p. 207-214. 

3. Kinoshita N, Uda K, Miyairi I, et 

al.Nationwide study of outpatient oral 

antimicrobial utilization patterns for 

children in Japan (2013-2016).J Infect 

Chemother. 2019 Jan;25(1):22-27. 

4. Uda K, Okubo Y, Kinoshita N, Miyairi I, 

et al.Nationwide survey of indications for 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

1 2 3 4 5 6 7
Penicillin Cephalosporin Macrolide

Fluoroquinolone Other



 

14 

 

oral antimicrobial prescription for 

pediatric patients from 2013 to 2016 in 

Japan.J Infect Chemother. 2019 

Oct;25(10):758-763. 

5. Yusuke Okubo, Kazuhiro Uda, Noriko 

Kinoshita, Isao Miyairi, et al. The 

consequence of financial incentives for 

not prescribing antibiotics: a Japan's 

nationwide quasi-experiment. 

International Journal of Epidemiology. 

2022 Oct 13;51(5):1645-1655.  

6. レセプト情報・特定健診等情報の提供

に関するホームページ.  30th March, 

2018]; Available from: 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite

/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/reseput

o/index.html. 

7.   Kathleen Ber, et al. Actively Doing Less: 

Deimplementation of Unnecessary 

Interventions in Bronchiolitis Care 

Across Urgent Care, Emergency 

Department, and Inpatient SettingsHosp 

Pediatr. 2020 May;10(5):385-391. 

8.  Kitano T, et al, Factors Associated with 

Geographical Variability of 

Antimicrobial Use in Japan. Infect Dis 

Ther 2023 Dec;12(12):2745-2755. 

 

about:blank
about:blank
about:blank


 

15 

 

厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 5 年度 分担研究報告書 

 

急病センター小児科・耳鼻咽喉科における抗菌薬使用のモニタリングと適正性の評価 

研究分担者 笠井 正志 (兵庫県立こども病院・感染症内科 部長) 

 

研究要旨  

 我々は地域における薬剤耐性菌対策として、これまで休日・夜間急病センター(以下、急病セ

ンター) での抗菌薬適正使用に着目してきた。令和 5 年度は以下 3 点に取り組んだ。 

1 点目は神戸こども初期急病センターにおける抗菌薬処方動向のモニタリングの継続であ

る。過去 2 年間と比較して 2023 年は抗菌薬処方率が増加し 2-3%程度を推移した一方で、アモ

キシシリンの適正処方率は増加した。2023 年は過去 2 年間と比較して A 群溶連菌感染症患者が

多く受診しアモキシリンの処方件数が増加していた。ある程度抗菌薬適正使用が進んだ急病セ

ンターにおける抗菌薬処方率は流行する感染症に影響を受けることが推察された。 

２目は同施設において、急性中耳炎の診断を受けた患者の電子診療録を後方視的に確認し、

既存のガイドラインが提唱しているスコアリングに基づき軽症、中等症、重症に分類した。一

般的に抗菌薬が不要とされる軽症例の 21%に抗菌薬が処方され、抗菌薬処方が必要とされる中

等症の約半数に抗菌薬が処方されていなかった。抗菌薬適正使用の観点では「不適切処方」に

加え、「不適切不処方」の状況もモニタリングする必要があることが示唆された。 

3 点目は姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽喉科での抗菌薬処方モニタリングを継続し

た。2015 年から 2020 年まで継続していた第 3 世代セファロスポリン系薬からアモキシシリン

への処方選択変化はやや横ばいとなった。また、原因微生物が主にウイルスであり抗菌薬処方

が原則不要である急性気道感染症に対する抗菌薬処方件数も 2020 年以降横ばいとなっていた。 

 いずれの施設もある程度抗菌薬適正使用が進んでいる中で新たな課題を抽出することが出来

た。急病センターにおける抗菌薬適正使用の推進という兵庫モデルを全国に波及していくこと

に加え、新たな課題をどのように改善していくかを引き続き検討していきたい。 

 

研究協力者 

大竹正悟 (国立感染症研究所 実地疫学研究

センター) 

福田明子 (大阪大学医学部小児科） 

高松 遥 (兵庫県立こども病院) 

岡田 怜 (兵庫県立こども病院) 

神吉直宙 (姫路赤十字病院 小児科) 

久呉真章 (姫路赤十字病院 小児科) 

直井勇人 (岡山大学大学院 医歯薬学総合研

究科 耳鼻咽喉・頭頸部外科) 

橘 智靖 (姫路赤十字病院 耳鼻咽喉科) 

深澤元晴 (ふかざわ耳鼻咽喉科クリニック) 

明神翔太（国立成育医療研究センター） 

木村 誠 (神戸こども初期急病センター) 

藤原央樹 (神戸こども初期急病センター) 

石田 明（神戸こども初期急病センター) 

木戸口千晶（広島大学小児科） 

杉野充伸（杉野小児科医院） 
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Ａ. 背景・研究目的 

休日・夜間急病センター(以下、急病センタ

ー)には多数の患者が訪れ、単施設で複数の医

師が出務しており、地域の医師会を中心に出

務・運営されていることが多い。このような

背景から、我々は急病センターにおける抗菌

薬処方動向調査と教育的な介入は地域全体に

も波及する可能性があると考え、2018 年から

兵庫県内の急病センターでモニタリングおよ

び介入を継続してきた。その結果、ニュース

レターによる抗菌薬処方状況の共有が抗菌薬

処方率の低下および不適切な抗菌薬処方の減

少に寄与し[1]、院内処方マニュアルの掲示と

比較しても有意に第 3 世代セファロスポリン

系薬の処方件数を減少させることを示した

[2]。さらに採用抗菌薬の整理がもたらす抗菌

薬処方状況への効果・影響に関して報告した 

[3]。そして、兵庫県内 3 施設だけでなく全国

5 施設の急病センターを加えた 8 施設の処方

動向を調査し、急病センター受診者に対する

抗菌薬処方率は 2016 年から経時的に減少し

ているが、Access 群の割合や第 3 世代セファ

ロスポリン系抗菌薬処方割合は施設間でばら

つきがあることが課題であることを報告した

[4]。2019 年からは急病センター耳鼻咽喉科

における小児への抗菌薬処方動向も調査およ

び出務医師への年 1 回のフィードバックを開

始し、急病センター耳鼻咽喉科でも 2015 年以

降、処方抗菌薬の種類が経口第 3 世代セファ

ロスポリン系薬からアモキシシリンへ変化し

ていることがわかった[5]。今年度は神戸市お

よび姫路市の急病センターにおける抗菌薬処

方状況のモニタリングを継続するとともに、

小児科医による急性中耳炎に対する抗菌薬処

方の課題を抽出することも目的とした。 

 

Ｂ. 研究方法 

①神戸こども初期急病センターにおける小児

科医による抗菌薬処方状況のモニタリングお

よび適正性の評価 

 神戸市の急病センターでは 2022 年 6 月以

降、月 1 回発行するニュースレターを簡素化

し当該月の受診者数、処方件数(全抗菌薬、ア

モキシシリン(AMPC)、セファレキシン(CEX)、

クラリスロマイシン(CAM))のみを掲載してい

る。その中で、受診者数、抗菌薬処方件数、抗

菌薬別適正処方割合の推移を評価した。抗菌

薬の適正性については、急病センターに勤め

る薬剤師 2 名と、小児感染症医 2 名を含む小

児科医 4 名で月 1 回ミーティングを行い、患

者の電子診療録への登録病名および電子診療

録の記載内容から評価した (図 1)。 

 

②神戸こども初期急病センターにおける小児

科医による急性中耳炎への抗菌薬処方動向調

査 

 2022年 4月 1日から 2023年 3 月 31日まで

に急病センターを受診した患者のうち、電子

診療の診断名から急性中耳炎の診断を受けた

患者を対象に後方向視的に調査した。調査内

容は抗菌薬処方の有無とその種類であり、ま

た電子診療録の記載内容から小児急性中耳炎

診療ガイドライン 2018 年版を参考に急性中

耳炎の重症度スコアを算出した。対象症例に

ついて、5 点以下の「軽症」、6-11 点の「中等

症」、12 点の「重症」に分類し、一般的に抗菌

薬が不要である軽症例に対して抗菌薬が処方

された「不適切処方」の割合、抗菌薬処方を要

する中等症以上の症例に対して処方されなか

った「不適切不処方」の割合を確認した。 
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③姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽喉科

における過去 8 年間の抗菌薬処方動向調査 

(2015-2022 年) 

 2019 年に開始した姫路市休日・夜間急病セ

ンター耳鼻咽喉科の抗菌薬処方動向の調査を

継続した。2015 年 1 月から 2022 年 12 月まで

の 8 年間に急病センター耳鼻咽喉科を受診し

た 15 歳以下の患者に対する抗菌薬処方動向

について医療事務システムを利用して抽出し

た。調査項目は全抗菌薬処方率、AWaRe 分類に

おける Access 群の割合、1000 受診患者あた

りの各抗菌薬処方件数、疾患別 1000 受診患者

あたりの第 3 世代セファロスポリン系抗菌薬

の処方件数であり、それぞれの推移を評価し

た。 

 

Ｃ．結果 

①神戸こども初期急病センターにおける小児

科医による抗菌薬処方状況のモニタリングお

よび適正性の評価 

 ①図 2 に 2020 年 4 月から 2023 年 12 月ま

での抗菌薬処方率を示す。2022 年 7 月頃か

ら増加した受診患者数は横ばいで継続した。

抗菌薬処方率は 2022 年度まで経時的に低下

していたが、2023 年 4 月以降は上昇し 2-3%

程度を推移した。2023 年 4月から 12 月まで

の全抗菌薬処方率は 2.4%で、2022 年 4 月か

ら 2023 年 3 月までの 1.1%から増加した。ま

た 2023 年 4 月から 12 月までの Access 群処

方割合は 90%と高値を示した。調査中抗菌薬

供給制限による影響はなく、A 群溶連菌感染

症に対するアモキシシリンの処方が目立っ

た。適正処方の割合について、2022 年度ま

では CEX が高い値で推移し AMPC は 30%前後

で推移していたが、2023 年 4 月から 12 月ま

では AMPC の適正処方率が上昇し全抗菌薬の

適正処方割合も 60-70%程度を推移した。CAM

の適正処方割合が月ごとに偏りが大きい状況

は継続した (図 3)。 

②神戸こども初期急病センターにおける小児

科医による急性中耳炎への抗菌薬処方動向調

査 

 対象期間に受診した患者 22,756 例のう

ち、急性中耳炎の診断名がついたのは 204 例

であり、分析対象は 184 例であった。小児急

性中耳炎診療ガイドライン 2018 年版に基づ

いたスコアリングおよび抗菌薬処方状況を図

4 に示した。軽症（1-5 点）が 118 例、中等

症（6-11 点）53 例、重症（12 点）3 例であ

り、3 点のスコアがついた症例が最も多かっ

た。軽症、中等症、重症の症例への抗菌薬処

方率はそれぞれ 21%、49%、100%であり選択

された抗菌薬はほぼ全て AMPC であった。 

 

③姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽喉科

における過去 8 年間の抗菌薬処方動向調査 

(2015-2022 年) 

 8 年間の受診患者数は 6,130 人で、抗菌薬

処方率は 55-65%程度を推移した。2020 年、

2021 年は受診者数が減少していた (図 5)。

AWaRe 分類に基づく抗菌薬処方動向推移は

2020 年以降、世界保健機構の目標値である

Access 群 60%以上を達成していた。1,000 患

者あたりの処方件数は第 3 世代セファロスポ

リン系抗菌薬が 443 から 157、カルバペネム

系抗菌薬が 60 から 4 へ減少し、アモキシシリ

ンが 128 から 353 へ増加した。その他、キノ

ロン系抗菌薬やマクロライド系抗菌薬の処方

件数も減少した。第 3 世代セファロスポリン

系薬およびアモキシシリンの処方件数は 2020

年以降横ばいとなっていた (図 6A, B)。疾患

別 1,000 患者あたりの経口第 3 世代セファロ
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スポリン系薬の処方件数については急性中耳

炎が 563 から 185、一般的に抗菌薬が不要と

される急性気道感染症は 351 から 128 へ減少

したが、2020 年以降横ばいであった (図

7A,B)。これらの結果については 2024 年 1 月

に急病センターの出務医師へ郵送によりフィ

ードバックした。 

 

Ｄ. 考察 

本研究を通して示唆された点が 3 つある。 

1 点目は、抗菌薬適正使用の取り組みがあ

る程度進んだ急病センターでは、抗菌薬の処

方率や Access 群の割合、抗菌薬適正使用割合

は流行する感染症に影響を受けるという点で

ある。神戸こども初期急病センターでは引き

続き抗菌薬処方率は 2-3%と低い基準で推移し

たが、過去 2 年間と比較すると増加傾向であ

った。全国の定点あたり報告数によると 2020

年～2022 年と比較して 2023 年は A 群溶連菌

感染症患者が増加し、10 月以降は過去 10 年

間で最も多く報告された[6]。実際に神戸こど

も初期急病センターでも 2020 年～2022 年と

比較して A 群溶連菌感染症の患者数が増加し、

AMPC が多く処方された。我々の研究班では A

群溶連菌感染症への AMPC 処方は「適正処方」

と定義している(図 1)。その結果、抗菌薬処方

率の上昇、Access 群の割合の増加、適正処方

割合の増加につながったと考えられた。 

2 点目は、抗菌薬適正使用のモニタリング

は「不適切処方」に加え、「不適切不処方」に

も着目する必要があるということである。薬

剤耐性対策アクションプランでは経口第 3 世

代セファロスポリン系抗菌薬などの処方量減

少が目標として設定されている[7]。そのため

不適切な抗菌薬処方を減少させることに注目

される場合が多いが、本研究により一般的に

抗菌薬処方が必要とされる中等症の急性中耳

炎に対して抗菌薬が処方されていないことが

判明した。電子診療録の記載をもとに後方視

的に評価しているため真の重症度が評価でき

ていない点と、患者の転帰までは評価できて

いない点が本研究の制限であるため今後の追

加調査が必要である。 

3 点目は引き続き小児科以外の診療科の抗

菌薬適正使用に取り組む必要がある点である。

これまで我々は姫路市の急病センター耳鼻咽

喉科において 2015 年以降、1,000 患者あたり

の第 3 世代セファロスポリン系薬処方件数の

減少傾向および AMPC 処方件数の増加傾向を

報告してきたが、2020 年以降変化は横ばいと

なっている。さらに、主な原因がウイルスで

あるため抗菌薬が不要と考えられる急性気道

感染症に対する抗菌薬処方件数も減少傾向が

停滞していた。年 1 回の郵送による処方状況

のフィードバックに加えて勉強会の実施など

追加での介入方法を検討していきたい。 

 

E.結論 

 抗菌薬適正使用がある程度進んだ急病セン

ターにおける抗菌薬処方状況のモニタリング

を継続することで新たな課題を抽出すること

ができた。抗菌薬処方率や Access 群の割合、

適正処方割合の数値を評価することは重要で

あるが、Access 群の抗菌薬が不要に処方され

ていないか、不適切な不処方が起きていない

か、などにも注意が必要である。 

今後はこれらの兵庫モデルを全国に波及し

ていくことに加え、他診療科医師、薬剤師、看

護師など多職種との連携を進めながら持続性

のある取り組みを継続していきたい。 

 

Ｆ. 研究発表  
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3. その他 ：なし  

 

 

 

 

図 1. 神戸こども初期急病センターにおける

抗菌薬使用の適正性に関する評価方法 

 

図 2. 神戸こども初期急病センターにおける

受診患者数、抗菌薬処方率の推移(2020年 4月

〜2023 年 12 月) 

 

図 3. 神戸こども初期急病センターにおける

抗菌薬種類別適正処方の割合推移 (2020 年 4

月〜2023 年 12 月) 
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図 4. 神戸こども初期急病センターにおける

2022 年 4 月から 2023 年 3 月における急性中

耳炎のスコア別抗菌薬処方状況 

 

図 5. 姫路市休日・夜間急病センター耳鼻咽

喉科における 1000 患者あたりの経口抗菌薬

処方件数(2015〜2022 年) 

 

図 6A,B. 姫路市休日・夜間急病センター耳鼻

咽喉科における 1000 患者あたりの抗菌薬種

類別経口抗菌薬処方件数(2015〜2022 年) 

A. 第 3 世代セファロスポリン系薬、アモキシ

シリン、アモキシシリンクラブラン酸 

 

 

 

 

 

B. カルバペネム系薬およびその他の抗菌薬 

 

図 6. 姫路急病センター耳鼻咽喉科における

疾患別 1000 患者あたりの抗菌薬処方件数

(2015〜2022 年) 

A. 急性中耳炎 

 

B. 急性気道感染症 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 5 年度 分担研究報告書 

 

静岡県における抗菌薬使用に関する地域連携と休日夜間急患センターでの OASCIS の活用 

 

研究代表者 氏名 

宮入 烈  浜松医科大学 小児科 

 

研究協力者 氏名 

    荘司 貴代   静岡県立こども病院 感染症科 

    古橋 一樹   浜松医科大学 感染対策室 

磯部 裕介  東京都立小児総合医療センター 感染症科・免疫科 

 

研究要旨  

全国の休日夜間急患センターの抗菌薬適正使用を進めるためには、各施設内での処方状

況の集計をいかに効率良く、正確に行うことができるかが重要である。AMR 臨床リファ

レンスセンターによる診療所版 J-SIPHE[診療所における抗菌薬適正使用支援システム 

OASCIS]を浜松市の休日夜間急患センターで運用を行いその結果を地域にフィードバッ

クした。また地域医療圏での抗菌薬サーベイランスを継続していくために、抗菌薬処方に

ついての現状を共有することは重要と考える。 

Ａ．研究目的 

休日夜間急患センターは多数の患者が訪れ、

単施設で複数の医師が出務しており、地域の

医師会を中心に出務・運営されていることが

多い。当研究班は急病センターにおける抗菌

薬処方動向調査と教育的な介入は地域全体に

も波及する可能性があると仮説をたて兵庫県

を中心とした活動を全国の複数地域に展開

する準備を進めてきた。AMR 臨床リファレ

ンスセンターが主体となった診療所版 J-

SIPHE「OASCIS（Online monitoring system 

for antimicrobial stewardship at clinics：診

療所における抗菌薬適正使用支援システ

ム）」が運用開始された際に、いち早く浜松

市の休日夜間センターに導入しデータの収

集を行った。 

また静岡県浜松市という医療圏内での外

来感染対策向上加算の施設基準としての感

染対策に関するカンファレンス、加算１施

設に対する抗菌薬の使用状況の報告のため

クリニックでの抗菌薬使用状況について質

問調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

浜松市夜間救急室から OASCIS を運用し

て抗菌薬処方データを収集した。収集した

データは初回調査報告として施設へ医師を

多く派遣している浜松市医師会へのフィー

ドバックを 2022 年に行った。 

また浜松医療圏で浜松医師会、浜北医師会、

浜名医師会に抗菌薬使用についてのアンケ

ートを行った。 

 

Ｃ．研究結果 
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浜松市夜間救急室を OASCIS に登録し、

2019 年 7 月から 2024 年 3 月までの UKE

ファイルを匿名化し OASCIS に登録した。

結果全受診患者における抗菌薬処方割合は

14 歳以下で 2019 年 5.1%、2020 年 6.0％、

2021 年 5.6％、2022 年 3.8％と年々減少傾

向にあった。15 歳から 64 歳の年齢層では

2019 年 17.9%、2020 年 18.8％、2021 年

18.0％、2022 年 12.8％と近年減少傾向にあ

った。気道感染症患者においてはその傾向

がさらに顕著となり、14 歳以下では 2019

年 3.4%、2020 年 3.1％、2021 年 1.8％、

2022 年 1.6％であり 15 歳から 64 歳の年齢

層では 2019 年 21.3%、2020 年 27.2％、

2021 年 19.5％、2022 年 8.9％とであった。

（図 1）また 2023 年度における Access 使

用は 14－20％でおおむね横ばいの結果で

あった。（図 2） 

 浜松医療圏の抗菌薬処方についての調査

は合計 97 施設より回答を得た。各医療圏で

抗菌薬処方頻度が最も高いものはセフェム

系という回答であり、２番目に高いのはキ

ノロン系という結果だった。（図 3） 

 

D.考察 

 OASCIS を休日夜間急患センターで実装

した結果受診患者の全年齢における抗菌薬

処方動向をとらえることが可能でありその

フィードバックを行うことは重要である。

継続性を意識した方法を今後も継続してい

く必要があると考える。徐々に抗菌薬の処

方割合は減少傾向にあるが、まだ広域抗菌

薬の処方割合は多く、抗菌薬適正化のため

に引き続き情報共有を行う必要がある。 

 抗菌薬適正使用体制加算の施設基準とし

て抗菌薬のサーベイランスと AWaRe 分類

のAccess群の使用比率が要件に含まれるよ

うになった。現時点の医療圏での抗菌薬処

方内容を共有することで、加算要件を満た

すためには現状を把握することが重要であ

り、そのためにサーベイランスとして

OASCIS を医療機関に導入しやすい環境を

整備していくことが重要と考える。静岡県

では実際にデータを抽出するレセコン会社

に登録やマニュアル作成について依頼する、

医療事務に働きかけ登録に対してのハード

ルを下げるなどの活動を行っている。引き

続き OASCIS の登録を推し進めるとともに

適正化のために目標を可視化していくこと

が重要と考える。 

 

Ｅ．結論 

  休日夜間救急センターでの抗菌薬処方

内容についてのフィードバックを継続し、

広域抗菌薬の処方動向を引き続きモニタリ

ングを行う。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

Ｇ．研究発表 

 １.  論文発表 

    なし 

 ２． 学会発表 

 Yusuke Isobe, Mikihiro Shimizu, Isao 

Miyairi: Antimicrobial use by age at an 

urgent care center in JAPAN before and 

after the pandemic:2022 March.22nd 

Annual St. Jude/PIDS Pediatric Infectious 

Diseases Research Conference 

磯部 裕介, 清水 幹裕, 宮入 烈.OASCISを

使用した休日夜間救急センターにおける抗

菌薬処方動向報告 第 55 回日本小児感染症

学会総会・学術集会 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

参考文献 

   なし
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図 1 浜松市夜間救急室の抗菌薬処方割合 

 

図 2 浜松市夜間救急室における抗菌薬使用量推移 
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図 3 浜松医療圏における抗菌薬処方アンケート 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 6 年度 分担研究報告書 

 

多摩府中地域での OASCIS を活用した抗菌薬適正使用に関する 

地域連携の樹立とモデル化 

 

研究分担者 氏名 

堀越 裕歩  東京都立小児総合医療センター 感染症科・免疫科 

 

研究協力者 氏名 

大坪 勇人  東京都立小児総合医療センター 感染症科・免疫科 

磯部 裕介 東京都立小児総合医療センター 感染症科・免疫科 

 

研究要旨  

昨今の薬剤耐性菌の蔓延対策として、地域における抗菌薬適正使用の推進が求められて

いる。本分担研究は、多摩府中地域における「診療所における抗菌薬適正使用支援システ

ム：OASCIS」を用いた抗菌薬適正使用に関する地域連携を行うこと、及びその地域連携

をモデル化して全国に普及することである。OASCIS による地域連携を呼び掛け、2023

年度は 8 診療所が加入し、定期的な地域連携カンファレンスを開始した。OASCIS は参

加診療所の抗菌薬処方動向を簡便に確認できるシステムだった。今後、更なる診療所加入

とモデル化を行っていきたい。 

Ａ．研究目的 

地域毎に感染症の流行状況は異なっている

ため、地域毎の抗菌薬適正使用が求められて

いる。抗菌薬適正使用の推進のために、地域

での抗菌薬の処方動向を把握する必要がある。 

AMR 臨床リファレンスセンターが主体と

なった診療所版 J-SIPHE「OASCIS（Online 

monitoring system for antimicrobial 

stewardship at clinics：診療所における抗菌

薬適正使用支援システム）」は、登録してい

る診療所の処方情報を簡便に収集できるた

め、地域の抗菌薬処方動向の把握への活用

が期待されている。我々の目的は、一つは多

摩府中地域における OASCIS を用いた抗菌

薬に関する地域連携を行うこと、二つ目に

OASCIS を活用した地域連携を一般化及び

モデル化し、全国に普及することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 府中多摩地域における診療所に OASCIS

登録と、OASCIS 内の当院のグループへの

参加を促した。参加診療所が増えたところ

で、地域連携カンファレンスの定期開催を

開始した。 

 

Ｃ．研究結果 

 2023 年 3 月から 5 月にかけて、府中市医

師会と共同で活動していくことが決定した。

6 月に、府中市医師会例会で OASCIS 及び

それを活用した地域連携の宣伝を行い、1診

療所が OASCIS 内当院グループに加入した。

11 月に、府中市医師会共催で AMR に関す
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る講演会(図1)を行い、1診療所が加入した。

12月から府中市医師会の診療所への個別訪

問を開始し、2 診療所が加入した。2024 年

1 月に、府中市医師会報への宣伝の寄稿(図

2)を行った。2 月に、第 30 回多摩小児感染・

免疫研究会終了後、府中市の OASCIS の取

り組みに関する口演(図 3)を行った。同月内

で、既存の病院間連携カンファレンスに合

併する形で、第 1 回地域連携カンファレン

スを開始した。 

 

D.考察 

 2023 年度では、計 8 診療所が OASCIS 内

当院グループに加入し、2024 年 2 月から地

域連携カンファレンスを開催することがで

きた。 

 OASCIS の Web ページ開設以来、我々は

多摩府中地域で精力的に広告活動を行い、

OASCIS を用いて当院との地域連携を呼び

掛け、2 診療所の加入があった。複数回の方

法や対象を変えた広範な呼び掛けにも関わ

らず加入診療所は限定的であった。その理

由として、聴衆が抗菌薬適正使用、あるいは

その加算に関して意欲的ではないか、関心

が特にないことが考えられる。加算点数が

低いために診療所が意欲的にならない可能

性も考えられる。反対に、加入診療所につい

ては元々抗菌薬適正使用に興味があり、呼

び掛けによりきっかけを提供できたと考え

られる。2023 年度の診療報酬改定により抗

菌薬適正使用体制加算が新設され、病院と

診療所における地域連携を行うメリットが

増えた。 

 府中市医師会員の協力を依頼し、個別に

2 診療所の訪問を行い、そのいずれもの加

入があった。訪問により、登録など技術的な

面の直接のサポートを行うことができた。

今までの医師会員同士の信頼関係、当院と

の診療協力関係も含めての加入と考えられ

る。行える診療所数に限りはあるが、直接の

訪問は加入数を増やすための一つの有効な

方法と考えられる。 

 OASCIS を用いた地域連携カンファレン

スを開催した。参加診療所グループ全体の

抗菌薬処方データを OASCIS から簡便に取

得できたため、事前のカンファレンス準備

におけるデータ取得時間は数十分だった。 

 課題として、OASCIS の初期登録が難し

いことがあげられる。レセプトデータを

UKE ファイル化する必要があり、メーカー

各社に問い合わせる必要がある。普及に伴

いメーカー各社の柔軟な対応が望まれる。 

 今後、抗菌薬適正使用体制加算を望む施

設からの依頼が期待できるため、引き続き

当院との地域連携を呼び掛けていきたい。

また現在の診療所との地域連携を強化し、

加算条件の達成を含めた地域での抗菌薬適

正使用を普及していきたい。OASCIS を活

用した地域連携を一般化及びモデル化に関

して、2023 年度は進捗がなかった。2025 年

度以降で、一般化及びモデル化を実現し、全

国への普及も開始したい。 

 

Ｅ．結論 

 府中多摩地区の診療所と、OASCIS を用

いた地域連携カンファレンスを開始した。

OASCIS は簡便に参加診療所のデータ収集

が行えるツールだった。2024 年度以降、

OASCIS を用いた地域連携の普及、及びそ

のモデル化と普及を行っていきたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

参考文献 

 なし  



 

29 

 

 

 

図 1 感染症 Web 講演会チラシ 

 

図 2 府中医師会報への寄稿文 
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図 3 OASCIS を用いた地域連携カンファレンスの資料抜粋 
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厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

令和 5 年度 分担研究報告書 

 

小児耳鼻咽喉科領域における感染症診療の連携にむけて 

 

研究分担者 氏名 

伊藤 真人  自治医科大学 耳鼻咽喉科 

笠井 正志 兵庫県立こども病院 感染症内科 

 

研究協力者 氏名 

    大竹 正悟   国立感染症研究所 実地疫学研究センター 

磯部 裕介  東京都立小児総合医療センター 感染症科 

 

研究要旨  

 小児への抗菌薬処方の適正化を行うためには、小児科だけでなく、小児診療に携わって

いる他診療科との連携が必要であると考えた。小児への抗菌薬処方は小児科の他、耳鼻咽

喉科、皮膚科、内科で多いと報告されている。その点から今回、小児科医、耳鼻咽喉科医

が共同で感染症診療について考える機会が必要と考え、共同研究、合同セミナーを開催し

た。第 1 回合同セミナーは深頸部膿瘍という小児科医、耳鼻咽喉科医が共に診療にあた

る疾患をテーマとし、各々の診療科のデシジョンメイキングについてディスカッション

を行った。 

 合同セミナーを継続して開催することで、小児耳鼻咽喉科の感染症科診療についてよ

り適正化が両診療科の目線から行われることを期待する。 

Ａ．研究目的 

本研究班の調査により、小児に対して抗

菌薬を処方している医療機関の内訳として、

小児科の他にも耳鼻咽喉科、皮膚科、内科で

多いことが明らかになった。小児への抗菌

薬処方の適正化を行うためには小児科医だ

けでなく診療科の垣根を超えたコラボレー

ションが必要であると考えた。そのため当

研究班の研究分担者を含む小児感染症学会 

・小児耳鼻咽喉科学会の学会員を含む感染

症についての共同研究ワーキンググループ

を立ち上げた。その中で耳鼻咽喉科の抗菌

薬処方の意識調査については既報[1]があ

ることから、まずは小児科医に対する耳鼻

咽喉科領域の感染症診療についての意識調

査を行う必要があると考え調査を行った。

また実際に小児科、耳鼻咽喉科の小児薬剤

耐性（AMR）対策についての対話、協働を

実現するためには合同セミナーを開催する

ことが必要と考え、その企画を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

①小児科医の耳鼻咽喉科領域の感染症診療

についての意識調査 

急性中耳炎、急性副鼻腔炎診療における

診療内容、抗菌薬処方についてのアンケー

ト調査を行った。2023 年３月～４月の間に

感染症診療に関わる小児科医の参加するメ
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ーリングリストと浜松医科大学小児科同窓

会メーリングリストにアンケート調査を依

頼した。 

②小児科・耳鼻咽喉科合同セミナー 

 年 1 回開催される小児耳鼻咽喉科学会・

学術集会にて小児耳鼻咽喉科領域の感染症

に関するセミナーを行うべく企画を立ち上

げた。実行委員は前述の共同研究ワーキン

ググループとし、グループのメンバーから

アイデアを収集した。 

 

Ｃ．研究結果 

①小児科医の耳鼻咽喉科領域の感染症診療

についての意識調査 

合計 112 名から回答を得た。急性中耳炎診

療において「乳幼児の感冒や急性上気道炎

で鼓膜所見を確認する頻度は？」という質

問に対して50％以下と回答したものは合計

62%と半数以上を占めていた。また「急性中

耳炎を疑うが鼓膜診察困難な場合どのよう

に診断していますか？」という質問は耳鼻

咽喉科に紹介するが 46％であったが、臨床

経過や症状から判断するとの回答が40％だ

った。「急性中耳炎に対して抗菌薬を処方し

ますか」という質問に対してはガイドライ

ン（日本耳科学会、日本小児耳鼻咽喉科学会

版）や「抗菌薬適正使用の手引き」に準じて

処方適応を検討するが最も多く 81.1%が回

答していた。「急性中耳炎の診療で参考にし

ているものは何ですか？（複数選択可）」の

質問には 67.9％が小児急性中耳炎ガイドラ

インと回答しており米国小児科学会の急性

中耳炎ガイドラインが 33％、抗微生物薬適

正症の手引きが 25％と続く結果であった。

急性中耳炎に用いる経口抗菌薬で最も多く

処方している第一選択薬はペニシリン系の

90.2%、第二選択はβラクタマーゼ阻害剤

配合ペニシリンが 57.3％と最も多い結果で

あった。急性副鼻腔炎に関しても第一選択

はペニシリン系 69.7％、第二選択βラクタ

マーゼ阻害剤配合ペニシリンが 46.7％と最

も多い結果であった。（図 1） 

②小児科・耳鼻咽喉科合同感染症セミナー 

 小児科医、耳鼻咽喉科医が共同して診療

にあたり抗菌薬の重要性が高い疾患として、

深頸部膿瘍をテーマに決定した。2023 年 11

月 10 日の第 18 回小児耳鼻咽喉科学会・学

術集会内でセミナーを行うため企画、演者

の誘致を行った。小児科医の目線からは深

頸部膿瘍を疑った際のドレナージの適応や

鑑別疾患の考え方について、耳鼻咽喉科医

の目線からは穿刺、切開を選択する際の解

剖学的な要素からのデシジョンメイキング

についての考察をプレゼンテーションして

いただいた。最後は座長、演者で深頸部膿瘍

についてのディスカッションを行った。 

セミナー参加者を対象に行った事後アン

ケートでは 33 件の有効回答中 30 件

(90.9%)がセミナーの内容が非常に良かっ

たと回答があり非常に有意義な会が企画で

きたと考えている。 

 

D.考察 

 小児科医の耳鼻咽喉科領域の感染症にお

ける抗菌薬選択は、質問調査の方法や集団

の差という Limitation はあるが、特に急性

中耳炎、急性副鼻腔炎の抗菌薬処方の選択

については差異が認められた。（図 2）その

ため実際に両診療科がディスカッションし

て感染症に関する相互理解を深めることの

できる場が必要と考えたが、その場は限ら

れている。今回は実際に学会の垣根を超え

たセミナーを開催することで、各々の診療

科で共通する考え方や、協議を必要とする

ポイントが明らかになった。 

 本セミナーを継続していくことが小児感

染症診療の質を高め抗菌薬の適正使用につ

ながると考えている。そのためには両診療
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科への周知やオンデマンドでの視聴を可能

とすることで、多くの参加を募る必要があ

り次回以降に活かす予定である。 

Ｅ．結論 

  小児科医への耳鼻咽喉科領域の感染症

診療の意識調査の結果、その意識に耳鼻咽

喉科医との差異がある可能性が示唆された。

両診療科の協議の場として合同セミナーの

開催を行った。両診療科の感染症診療につ

いての協議の場を設けることは抗菌薬適正

使用からも重要と考える。また次回第 2 回

の合同セミナーは第 19 回小児耳鼻咽喉科

学会・学術集会内で市中感染である急性副

鼻腔炎をテーマに開催予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  特になし 

 

Ｇ．研究発表 

 １.  論文発表 

    なし 

 ２． 学会発表 

  

・第 1 回小児耳鼻咽喉科合同感染症セミナ

ー 今問われる小児科連携の重要性 

第 18 回小児耳鼻咽喉科学会・学術集会 

2023/11/10 

 

・磯部 裕介, 大竹 正悟, 杉野 充伸, 山田 

健太, 笠井 正志, 宮入 烈, 島田 茉莉, 坂

野  真衣 , 河野  正充 , 村上  大地 , 土橋 

奈々, 吉冨 愛, 保富 宗城, 伊藤 真人 

小児耳鼻咽喉科領域の感染症疾患と抗菌薬

処方に対する小児科医の意識調査 

第 18 回小児耳鼻咽喉科学会・学術集会 

2023/11/10 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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図 1 急性中耳炎、急性副鼻腔炎に使用する抗菌薬についての回答 

 

 

図 2 小児科医と耳鼻咽喉科医の耳鼻咽喉科領域の感染症に対する抗菌薬処方の差異につい

て 

（第 18 回日本小児耳鼻咽喉科学会総会・学術講演会内での発表資料より） 
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図 3 第 1 回小児耳鼻咽喉科合同感染症セミナーポスター 
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未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等

の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                  ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ６年 5 月 8 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立研究開発法人 

国立国際医療研究センター 
                      所属研究機関長 職 名 理事長                  
                              氏 名 國土 典宏     
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                        

２．研究課題名  小児領域を含む薬剤耐性感染症対策に係る地域間連携の標準モデルの策定・推進に資す

る研究                  

３．研究者名  （所属部署・職名）    国際感染症センター 総合感染症科・医師                              

    （氏名・フリガナ）    岩元典子  ・  イワモトノリコ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 １月２９日 
 

 厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 那須 保友           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                        

２．研究課題名 小児領域を含む薬剤耐性感染症対策に係る地域間連携の標準モデルの策定・推進に資する

研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）岡山大学病院・助教                                 

    （氏名・フリガナ）宇田 和宏・ウダ カズヒロ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和 6 年 5月29日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 東京都立小児総合医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 山岸 敬幸      
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                        

２．研究課題名  小児領域を含む薬剤耐性感染症対策に関わる地域間連携の標準モデルの策定・推進に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 総合診療部 感染症科、免疫科・部長                        

    （氏名・フリガナ） 堀越 裕歩・ホリコシ ユウホ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 浜松医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

令和６年 ５月  ７日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 国立研究開発法人 

国立成育医療研究センター 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 五十嵐 隆       
 

   次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 

１．研究事業名 新興・再興感染症および予防接種政策推進研究事業                 

２．研究課題名 小児領域を含む薬剤耐性感染症対策に係る地域間連携の標準モデルの策定・推進に資す

る研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）  社会医学研究部・室長                    

    （氏名・フリガナ）  大久保 祐輔・オオクボ ユウスケ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ☑   □ ☑ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



令和 6 年 5月29日 
厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人浜松医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 今野 弘之          
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                        

２．研究課題名  小児領域を含む薬剤耐性感染症対策に関わる地域間連携の標準モデルの策定・推進に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・教授                         

    （氏名・フリガナ） 宮入 烈・ミヤイリ イサオ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 浜松医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

自治医科大学

永井　良三

伊藤　真人　イトウ　マコト


